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令和元年度答申第３５号 
令 和 元 年 ９ 月 ２ ７ 日 

 
諮問番号 令和元年度諮問第１７号（令和元年５月２７日諮問） 
審 査 庁 農林水産大臣 
事 件 名 特定農林水産物等の登録に関する件 
 

答  申  書 
 
 審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 
 

結     論 
 

本件審査請求については、参加人Ｚによる特定農林水産物等の登

録の申請に特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（平成２６

年法律第８４号）１３条１項３号イに該当する登録拒否事由がない

かについて、更に調査検討を尽くす必要があるから、本件審査請求

は棄却すべきであるとの審査庁の諮問に係る判断は、現時点におい

ては妥当とはいえない。 
 

理     由 
 
第１ 事案の概要 
１ 本件は、農林水産大臣（以下「処分庁」又は「審査庁」という。）が、平

成２９年１２月１５日付けで、特定農林水産物等の名称の保護に関する法律

（平成２６年法律第８４号。ただし、平成３０年法律第８８号による改正前

のもの。以下「地理的表示法」という。）１２条１項に基づき、参加人Ｚ

（以下「参加人」という。）の申請に係る特定農林水産物等の登録をしたこ

と（以下「本件処分」といい、本件処分に係る参加人の申請を「本件申請」

という。）について、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、本

件申請には地理的表示法１３条１項３号イ及び同項４号イに該当する登録拒

否事由（以下、それぞれ「３号イ事由」及び「４号イ事由」という。）があ
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るから本件処分は違法であるなどと主張して、その取消しを求めて審査請求

をした事案である。 
 ２ 法令の定め 
（１）特定農林水産物等の登録 

地理的表示法６条は、生産行程管理業務を行う生産者団体は、明細書を

作成した農林水産物等が特定農林水産物等（①特定の場所、地域又は国を

生産地とするものであること（同法２条２項１号）及び②品質、社会的評

価その他の確立した特性（以下単に「特性」という。）が上記①の生産地

に主として帰せられるものであること（同項２号）のいずれにも該当する

農林水産物等）であるときは、当該農林水産物等について農林水産大臣の

登録を受けることができる旨を定める。 
（２）登録の申請 

 地理的表示法７条１項は、同法６条の登録を受けようとする生産者団体

は、農林水産省令で定めるところにより、当該農林水産物等の名称、生産

地、特性、生産の方法等、同法７条１項各号に掲げる事項を記載した申請

書を農林水産大臣に提出しなければならない旨を定める。 
（３）登録の実施 

地理的表示法１２条１項は、農林水産大臣は、登録の申請があった場合

において同法８条から１１条までの規定による手続を終えたときは、同法

１３条１項の規定により登録を拒否する場合を除き、登録をしなければな

らない旨を定める。 
（４）登録の拒否 

地理的表示法１３条１項は、農林水産大臣は、同項１号から４号までに

掲げる場合には、登録を拒否しなければならない旨を定め、同項３号イは、

登録の申請に係る農林水産物等（以下「申請農林水産物等」という。）に

ついて、特定農林水産物等でないときを、同項４号イは、申請農林水産物

等の名称について、普通名称であるとき、その他当該申請農林水産物等に

ついて２条２項各号に掲げる事項を特定することができない名称であると

きを掲げる。 
地理的表示法１３条１項４号イの定めについて、特定農林水産物等の名

称の保護に関する法律施行規則（平成２７年農林水産省令第５８号。以下

「地理的表示法施行規則」という。）１６条２号は、地理的表示法１３条

１項４号イの申請農林水産物等について同法２条２項各号に掲げる事項を



  

 

- 3 - 

特定することができない名称には、不正競争防止法（平成５年法律第４７

号）２条１項１号又は２号に掲げる行為を組成する名称を含むものとする

旨を定める。なお、不正競争防止法２条１項１号には、「他人の商品等表

示（人の業務に係る氏名、商号、商標、標章、商品の容器若しくは包装そ

の他の商品又は営業を表示するものをいう。以下同じ。）として需要者の

間に広く認識されているものと同一若しくは類似の商品等表示を使用し、

…他人の商品又は営業と混同を生じさせる行為」が、同項２号には、「自

己の商品等表示として他人の著名な商品等表示と同一若しくは類似のもの

を使用…する行為」が掲げられている。 
３ 前提となる事実 
（１） 当事者等 

ア 審査請求人は、「Ａ味噌」との名称を付した豆味噌を生産、販売する

事業を行っているＱ１社及びＱ２社（以下、併せて「Ｃ２社」という。）

が加盟する事業協同組合である。 
Ｃ２社による上記豆味噌の生産は、Ｂ県Ｃ市Ｄ町において行われている。 

イ 参加人は、「Ａ味噌」との名称を付した豆味噌を生産、販売するＲ１

社、Ｒ２社、Ｒ３社、Ｒ４社、Ｒ５社及びＲ６社の６社（以下、併せて

「Ｂ６社」という。）が加盟する事業協同組合である。 
Ｂ６社による上記豆味噌の生産は、Ｂ県Ｃ市外の同県内（上記掲記の順

に、Ｅ市、Ｆ市、Ｇ市、Ｈ市、Ｉ市、Ｊ市）において行われている。 
（２） 基本的な事実経過 

ア 審査請求人は、平成２７年６月１日、生産地の範囲を「Ｂ県Ｃ市Ｄ町」

とする豆味噌につき、名称を「Ａ味噌、Ｋ（Ａのローマ字表記） ＭＩ

ＳＯ」として、地理的表示法７条１項に基づく登録の申請（以下「本件

先行申請」という。）をした。 
イ 参加人は、平成２７年６月２４日、生産地の範囲を「Ｂ県」とする豆

味噌につき、名称を「Ａ味噌」として、地理的表示法７条１項に基づく

登録の申請（本件申請）をした。 
ウ 審査請求人は、平成２９年６月１４日、本件先行申請を取り下げた。 
エ 処分庁は、本件申請に対し、平成２９年１２月１５日、生産地を「Ｂ

県」とする豆味噌について、名称を「Ａ味噌」として、地理的表示法６

条に基づき、特定農林水産物等の登録（本件処分）をした。 
オ 審査請求人は、平成３０年３月１４日、審査庁に対し、本件処分の取
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消しを求めて審査請求をした。 
カ 審査庁は、令和元年５月２７日、当審査会に対し、本件審査請求は棄

却すべきであるとして諮問をした。 
これらの事実は、諮問書、諮問説明書、審査請求書、Ａ味噌の生産範囲、

審査請求人及び参加人作成の各特定農林水産物等の登録の申請、取下書、登

録について及び特定農林水産物等登録簿から認められる。 
４ 審査基準の定め 

特定農林水産物等審査要領（平成２７年５月２９日付け２７食産第６７９

号食料産業局長通知。以下「審査要領」という。）は、地理的表示法７条１

項に基づく登録の申請等の審査の公正かつ円滑な遂行を図ることを目的とし

て、審査を行うに当たって準拠すべき方法等を定めている。 
審査要領は、申請農林水産物等が地理的表示法１３条１項３号に該当する

か否かの審査は、審査要領別添４の農林水産物等審査基準に従って行う旨を、

申請農林水産物等の名称が地理的表示法１３条１項４号に該当するか否かの

審査は、審査要領別添３の名称審査基準に従って行う旨を定める。 
（１）農林水産物等審査基準の定め 

農林水産物等審査基準は、申請農林水産物等が、①農林水産物等でない

とき、又は②地理的表示法２条２項各号に掲げる事項（「特定の場所、地

域又は国を生産地とするものであること」（同項１号）及び「品質、社会

的評価その他の確立した特性…が…（当該）生産地に主として帰せられる

ものであること」（同項２号））を満たさないときに該当する場合には、

同法１３条１項３号イに該当するものとする旨を定める。 
上記②のうち、地理的表示法２条２項２号に掲げる事項については、 

ア 確立した特性があるとは、申請農林水産物等が同種の農林水産物等と

比較して差別化された特徴を有しており、かつ、当該特徴を有した状態

で､概ね２５年生産がされた実績があることをいうものとし、申請農林水

産物等が同種の農林水産物等と比較して差別化された特徴を有した状態

となっているか否かを判断するに当たっては、申請農林水産物等の生産

地・生産の方法・特性その他申請農林水産物等を特定するために必要な

事項について､当該申請農林水産物等の生産業者の合意形成が十分に図ら

れているかどうかを斟酌するものとする、 
イ 特性が生産地に主として帰せられるものであるとは、生産地・生産の

方法が特性と結び付いていることを矛盾なく合理的に説明できることを
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いい、生産地の範囲に争いがある等により申請農林水産物等の生産地の

範囲が特定できない場合には、結び付きは認められないものとする、 
とされている。 

（２）名称審査基準の定め 
名称審査基準は、申請農林水産物等の名称が、①普通名称又は②申請農

林水産物等について地理的表示法２条２項各号に掲げる事項を特定するこ

とができない名称に該当する場合には、地理的表示法１３条１項４号イに

該当するものとする旨を定める。 
上記①については、普通名称とは、その名称が我が国において、特定の

場所、地域又は国を生産地とする農林水産物等を指称する名称ではなく、

一定の性質を有する農林水産物等一般を指す名称（例：さつまいも、高野

豆腐、カマンベールチーズ、伊勢えび等）をいい、農林水産物等の生産地

の範囲に争いがある名称であっても、当該生産地に地理的限定があること

が明らかな場合は、普通名称に含まれないものとする、とされている。 
上記②については、地理的表示法施行規則１６条２号に掲げられた場合

（申請農林水産物等の名称が、不正競争防止法２条１項１号又は２号に掲

げる行為を組成する名称である場合）等のほか、需要者が、申請農林水産

物等の名称から、当該申請農林水産物等について地理的表示法２条２項各

号に掲げる事項を認識できない場合は、申請農林水産物等について法第２

条第２項各号に掲げる事項を特定することができない名称に該当するもの

とする、とされている。 
５ 審査請求人の主張（要旨） 

本件申請には、次のとおり、３号イ事由及び４号イ事由がある。処分庁が

本件申請に対してした特定農林水産物等の登録（本件処分）は違法である。 
（１）３号イ事由があること 

「Ａ味噌」の生産地は、Ｂ県Ｃ市Ｄ町かＢ県（全域）か争いがあり、

「Ａ味噌」との名称の本件申請に係る豆味噌は、その生産地の範囲が特定

できない。そうすると、農林水産物等審査基準の定めによれば、生産地・

生産の方法と特性との結び付きが認められず、その特性が生産地に主とし

て帰せられるものであるとはいえないことになる。 
また、本件申請に係る豆味噌であるＢ６社の生産する商品には発酵を抑

制するために酒精を使用しているものがあるところ、仮に酒精を使用して

いないものもあるとすれば、両者の品質は大きく異なるから、この点から
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しても、その生産方法が特性と結び付いているとはいえず、その特性が生

産地に主として帰せられるものであるとはいえない。 
したがって、本件申請に係る申請農林水産物等は、特定農林水産物等で

ないから、本件申請には３号イ事由がある。 
（２）４号イ事由があること 

次の事情からすれば、「Ａ味噌」の名称によって本件申請に係る豆味噌

の特性とその生産地とされているＢ県が結び付いていることを特定するこ

とができるとはいえない。 
ア Ｃ２社が生産する豆味噌と本件申請に係る豆味噌は、生産地及び産品

の特性が全く異なっているところ（本件申請に係る豆味噌は、Ｌ地方

（Ｍ県、Ｎ県）において生産されている一般的な豆味噌（いわゆるＬ豆

味噌）の特性を有するのみであるのに対し、Ｃ２社の生産する豆味噌は、

味噌玉の大きさがより大きい、重しが天然石に限定され量も多い、仕込

み桶は木桶に限定される、熟成期間がより長い（２年以上）、酒精は使

用しないなど生産方法が異なる。）、「Ａ味噌」の名称は、本件申請に

係る豆味噌ではなく、Ｃ２社がＢ県Ｃ市Ｄ町において江戸時代から継承

された上記のような伝統的な製法により生産している豆味噌を指す（少

なくとも、当該豆味噌に極めて密接に結びついた名称である）と認識さ

れているものである。 
イ Ｃ２社が江戸時代から豆味噌を生産・販売し、遅くとも明治時代には

「Ａ味噌」の商標を用いていたこと、その豆味噌がこれまで数々の賞を

受賞するとともに、全国新聞や雑誌等で広く取り上げられてきたことか

らして、「Ａ味噌」が、Ｃ２社が生産する豆味噌の表示として、Ｏ地方、

Ｂ県近隣、同県内、同県Ｃ市内における需用者である取引業者、消費者

の間はもちろん、全国的にも広く認識されていることからして、「Ａ味

噌」の名称は、不正競争防止法２条１項１号又は２号に掲げる行為を組

成する名称であるといえる。 
ウ 本件申請（本件処分）は、中小企業地域産業資源活用促進法（平成１

９年法律第３９号）に基づく地域産業資源の指定（生産に係る地域をＢ

県Ｃ市のみとする「Ａ味噌」と、生産に係る地域を同市ほか１４市、３

町等２０の地域とする「Ｂの豆みそ（赤みそ）」が区別され、それぞれ

指定されている。）や、「本場の本物」地域食品ブランド表示基準制度

による認定（Ｃ２社が「Ａ味噌」の商標で生産・販売していた豆味噌の
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うち、Ｐ地産の大豆のみを使用している「Ａ味噌」について、名称を

「Ｐ地産大豆のＡ味噌」、産地を「Ｂ県Ｃ市Ｄ町（旧Ａ村）」としてさ

れたもの。）と矛盾しており、取引業者及び消費者に多大な混乱をもた

らすものであって、極めて不合理である。 
したがって、本件申請には４号イ事由がある。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 
１ 本件申請に３号イ事由があるかについて 

本件諮問時に審査庁から提出された諮問説明書には、本件審査請求を棄却

すべきであるとする理由は審理員意見書と同様である旨の記載があるが、審

理員意見書には、３号イ事由の有無に係る判断が示されていなかった。その

ため、３号イ事由の有無に係る審査庁の判断は明らかではなかった。 
２ 本件申請に４号イ事由があるかについての審査庁の判断は、審理員の意見

と同旨と解され、その要旨は次のとおりである。 
（１）次のとおり、①Ｃ２社の「Ａ味噌」とＢ６社の「Ａ味噌」のの特性が全

く異なるものではないこと、②需要者は「Ａ味噌」の生産地はＢ県Ｃ市の

みではなく、Ｂ６社が生産する「Ａ味噌」の生産地（同市に限定されない

Ｂ県内）を含むものと認識していることからすれば、需要者は、「Ａ味噌」

という名称がＣ２社の生産する「Ａ味噌」だけでなく、Ｂ６社の生産する

「Ａ味噌」（本件申請に係る豆味噌）をも指すものであると認識している

といえる。 
ア 上記①の点について 

Ｃ２社の「Ａ味噌」とＢ６社の「Ａ味噌」の生産方法は全く同一という

わけではないものの、大豆と塩のみを原料とし、蒸した大豆で作った味噌

玉の表面に麹菌を繁殖させて豆麹を作ること及び仕込みを行った上で重し

をのせて熟成させることといった本質的な部分は共通している。また、そ

れぞれの特徴についても、特有の酸味、うまみ、渋みがあり、色が濃いと

いう点で共通している（このことは、参加人が行ったアミノ酸分析や官能

検査等の結果によっても示されている。）。なお、Ｂ６社の「Ａ味噌」に

加えられている酒精は原材料ではなく、熟成後の劣化防止のための食品添

加物にすぎず、特性の異同に影響しない。 
そして、地理的表示保護制度は、産品の名称を特性・生産の方法等の基

準と共に登録し、地域共有の知的財産として保護する制度であり、産品の

品質だけでなく、社会的な評価も考慮されるところ、「Ａ味噌」は、「Ｔ
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めし」の代表的な調味料としてＢ県内に定着し、同県の特産品として認知

されているもので、Ｃ２社の「Ａ味噌」とＢ６社の「Ａ味噌」が全く別の

豆味噌であるとの社会的な評価が存在すると考えることはできない。なお、

Ｂ６社の豆味噌には、Ｍ県やＮ県等においても生産されている豆味噌の生

産方法等と類似する点が存在するが、これらの豆味噌につき「Ａ味噌」と

の名称の使用はなく、本件申請に係る「Ａ味噌」は、上記のような社会的

評価を受けているという点で、他の地域で生産されている豆味噌とは異な

るといえる。 
イ 上記②の点について 

昭和時代以降、「Ａ味噌」という名称を付した豆味噌を生産する業者は

増加し、現在では、Ｂ県Ｃ市外の同県内に所在するＢ６社も「Ａ味噌」と

いう名称を付した豆味噌を生産しており、その生産量は相当規模となって

いる。そして、Ｂ６社は、「Ａ味噌」の文字をその構成の中に含む商標の

登録を受けて、各自社の商品を示す名称として当該商標を使用し続けてき

たのであり、取引業者の間でも、Ｃ２社以外にも「Ａ味噌」という豆味噌

を生産する業者が存在することが認識されている。 
そうすると、需要者としては、「Ａ味噌」の生産地はＢ県Ｃ市のみでは

なく、同市外のＢ県内を含むものと認識しているといえる。 
以上によれば、「Ａ味噌」の名称は、本件申請に係る特定農林水産物等

である豆味噌の特性がその生産地であるＢ県と結び付いていることを特定

できるものであるといえる。 
（２）その他の審査請求人の主張について 

ア 「Ａ味噌」の名称が不正競争防止法２条１項１号及び２号に掲げる行

為を組成する名称であるとはいえない。 
すなわち、不正競争防止法２条１項１号及び２号にいう「商品等表示」

とは自他識別機能又は出所表示機能を有するものでなければならないとこ

ろ、裁判例（東京高等裁判所平成２年４月１２日判決）では「「Ａ味噌」

なる文字部分に取引上識別機能があると認めることはできないから」「Ｑ

１社」との商標は「何人かの業務に係る商品であるかを認識することがで

きない商標といわざるを得ない」と判示されているし、「Ａ味噌」の名称

は、Ｃ２社だけでなくＢ６社によっても広く使用されている。そうすると、

「Ａ味噌」との名称は、不正競争防止法２条１項１号又は２号にいう「商

品等表示」に当たらない。 
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イ 次の事情からすれば、審査請求人の指摘する地域産業資源の指定や

「本場の本物」の認定がされているとしても、本件申請（本件処分）が

消費者等に多大な混乱をもたらすものとは評価できない。 
すなわち、地域産業資源の指定の根拠である中小企業地域資源活用促進

法は、地域産業資源を活用する中小企業者に対し経済的な支援措置等を講

ずることを通して地域資源の活用を促進することを目的とするのに対し、

地理的表示法は、世界貿易機関を設立するマラケシュ協定（平成６年条約

第１５号）附属書１Ｃの知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に基づ

き、特定農林水産物等の名称を知的財産として保護することを目的とする

ものであり、その要件等も異なる。 
また、確かに「本場の本物」地域食品ブランド表示基準制度は地域ブラ

ンドを保護するという目的において、地理的表示保護制度と共通する部分

があるが、それぞれの要件、効果（名称表示規制等の可否）において異な

るし、「Ｐ地産大豆のＡ味噌」に係る「本場の本物」の認定によって、

「Ｐ地産大豆のＡ味噌」以外に「Ａ味噌」が生産されていることが否定さ

れるものでもない。 
（３）なお、地理的表示法１３条１項４号イは、申請農林水産物等の名称につ

いて、普通名称であるときをも登録拒否事由としているが、「Ａ味噌」と

の名称については、商品の一般的な名称でなく、Ｂ県という特定の範囲を

生産地とする豆味噌を指すといえるから、地理的表示法上、普通名称であ

ると評価することは適当ではない。 
（４）以上から、本件申請に４号イ事由があるとはいえない。 

第３ 当審査会の判断 
当審査会は、令和元年５月２６日に審査庁から諮問を受けた。その後、当審

査会は同年７月５日、同年８月２日、同月２８日、同年９月６日、同月１１日

及び同月２０日の計６回の調査審議を行った。 
なお、審査庁から、諮問説明書の補充書及び資料並びに主張書面２通の提出

を受け、審査請求人から主張書面及び資料の提出を受けた。 
１ 審理員の審理手続について 

一件記録によれば、本件審査請求に係る審理員の審理の経過は次のとおり

である。 
（１）審理員の指名 

審査庁は、平成３０年３月３０日、本件審査請求の審理手続を担当する
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審理員として、農林水産省食料産業局バイオマス循環資源課長（当時。同

年７月２７日、農林水産省大臣官房検査・監察部調整・監察課長に異動）

であるＳを指名した。 
（２）参加人に対する参加の求め 

審理員は、平成３０年４月２５日付けで、参加人に対し、本件審査請求

への参加を求めた。 
（３）審理手続 

ア 処分庁、審査請求人及び参加人は、次のとおり、弁明書、反論書及び

意見書を提出した。 
平成３０年 ５月１１日 弁明書（処分庁） 

同年 ６月１１日 反論書（審査請求人） 
同月１２日 意見書（参加人） 

同年 ７月１７日 弁明書（処分庁） 
同月１９日 反論書（審査請求人） 

同年 ８月２０日 反論書（審査請求人）、意見書（参加人） 
同年 ９月１８日 弁明書（処分庁） 

同月２０日 反論書（審査請求人） 
同年１０月２２日 意見書（参加人） 

同月２３日 反論書（審査請求人） 
同年１１月２６日 反論書（審査請求人） 
同年１２月２７日 意見書（参加人） 

平成３１年 １月２５日 反論書（審査請求人） 
イ 審理員は、平成３１年３月４日付けで、審理関係人に対し、審理を終

結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提出する予定時期

が同年４月８日である旨を通知した。 
ウ 審理員は、平成３１年４月８日付けで、審査庁に対し、審理員意見書

及び事件記録を提出した。 
以上の本件審査請求に係る審理員の審理の経過については、特段違法又は

不当と認められる点はうかがわれない。 
２ 本件諮問に係る審査庁の判断の妥当性について 
（１）本件の争点等 

ア 本件の争点は、本件申請につき３号イ事由又は４号イ事由があるかど

うかであることが明らかであったものの、審理関係人の審理手続におけ
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る主張は、本件申請に４号イ事由があるかといった点を主としてされ、

審理員意見書には３号イ事由の有無についての判断が示されていなかっ

た。そして、諮問説明書の記載も、本件審査請求を棄却すべきであると

する理由は審理員意見書と同様であるとするにすぎないものであったた

め、３号イ事由の有無に係る審査庁の判断は明らかではなかった。 
そこで、当審査会が、３号イ事由の有無に係る審査庁の判断について、

諮問説明書の補充書の提出を求めたところ、審査庁から提出された書面

（令和元年６月１９日付け）の要旨は次のとおりであった。 
「Ａ味噌」の発祥の地がＢ県Ｃ市であることに争いがないことやＢ県の

各所で「Ａ味噌」が生産されている事実等を踏まえれば、「Ａ味噌」の生

産地はＢ県に特定されているといえる。 
また、「Ａ味噌」に酒精が加えられていることについても、酒精が添加

物として使用されることによって「Ａ味噌」の特性が変化するとはいえな

いことから、そのことによって、審査請求人が主張するように生産方法と

特性との結び付きが認められないとはいうこともできない。 
本件申請に３号イ事由があるとの審査請求人の主張は認められない。 

イ 地理的表示法１３条１項４号イの文言は「当該申請農林水産物等につ

いて第２条第２項各号に掲げる事項を特定することができない名称であ

るとき」とされ、申請農林水産物等が地理的表示法２条２項各号のいず

れにも該当するか、すなわち特定農林水産物等であるかどうかの判断を

踏まえて、申請に係る名称が当該特定農林水産物等を特定できる名称で

あるかが問題とされているものと解される。 
そこで、本件申請に３号イ事由がないとの審査庁の判断からまず検討す

ることとする。 
（２）本件申請に３号イ事由がないとの審査庁の判断について 

ア 地理的表示法１３条１項３号イは、特定農林水産物等の登録拒否事由

の一として、申請農林水産物等が特定農林水産物でないとき、すなわち、

申請農林水産物等が２条２項各号のいずれにも該当する農林水産物等で

ないときを掲げているところ、農林水産物等審査基準は、申請農林水産

物等が地理的表示法２条２項２号について、 
① 「確立した特性」があるというためには、申請農林水産物等が同種の

農林水産物等と比較して差別化された特徴を有していることが必要であ

り、その判断に当たっては、申請農林水産物等の生産地・生産の方法・
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特性その他申請農林水産物等を特定するために必要な事項について､当

該申請農林水産物等の生産業者の合意形成が十分に図られているかどう

かを斟酌するべきこと、 
② 「特性が生産地に主として帰せられるものである」とは、生産地・生

産の方法が特性と結び付いていることを矛盾なく合理的に説明できるこ

とをいい、生産地の範囲に争いがある等により申請農林水産物等の生産

地の範囲が特定できない場合には、結び付きは認められないこと 
などを定めている（上記第１の４（１）ア）。 

イ しかるところ、本件申請には３号イ事由がないとの審査庁の判断の要

旨は上記（１）アのとおりであり、Ｌ地方の他県（Ｎ県やＭ県）で本件

申請に係る豆味噌に類似する豆味噌が生産されているといった審査請求

人の指摘（本件申請の審査段階（審査請求人の意見書）でも同様の指摘

がされていた。）を踏まえた上で、 
① 本件申請に係る豆味噌について、いかなる「確立した特性」があると

認めたものか、その判断の際に当該申請農林水産物等の生産業者の合意

形成が十分に図られているかどうかが斟酌されたのか、どのように斟酌

されたのか、そもそも農林水産物等審査基準の当該定めはいかなる範囲

の生産業者の間の合意形成を問題とするものなのか、 
② 本件申請に係る豆味噌について、その生産地の範囲に争いがあると判

断されたものか、どのような争いがあると判断されたものか（Ｂ県内に

限られるか、Ｌ地方の他県（Ｎ県やＭ県）を含むかといった争いがある

ものと捉えたか）、なおその生産地がＢ県に特定されていると判断した

根拠はどこにあるか、 
といった、農林水産物等審査基準の上記定めに沿って本件申請の審査をし

たのであれば、当然に問題となると思われる事項について、いかなる調査、

検討がされて上記の結論に至ったものかは明らかではなかった。 
ウ そこで、当審査会は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）７

４条に基づき、審査庁に対して、上記イに指摘した事項についての主張

書面の提出を求めたところ、審査庁から提出された令和元年７月２２日

付け主張書面の要旨は次のとおりであった。 
（ア）上記イ①の点について 

Ａ 「Ａ味噌」とＬ地方において広く生産される豆味噌との間に、原料

や生産方法に関して類似する部分（原料として大豆と塩のみを使用し、
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それを蒸してみそ玉にするなど）があることは否定できないが、「Ａ

味噌」の名称は、Ｂ県で生産された豆味噌のみに限って使用されてお

り、いわゆる「Ｔめし」の代表的な調味料としてＢ県内に定着し、Ｂ

県の特産品として広く認知されているという社会的評価を考慮すれば、

他地域で生産されている豆味噌とはその社会的評価の面で全く異なる

ものとみることができる。 
Ｂ 農林水産物等審査基準にいう合意形成とは、原則として申請生産者

団体の構成員の間におけるものを指すものであるが、申請名称と類似

する同種の農林水産物等の生産業者の存在が認められる場合には、必

要に応じこれらの者との合意形成についても考慮することが適当であ

ると考えるが、本件申請の審査に当たっては、審査請求人の生産する

「Ａ味噌」の特性等が、（本件申請に係る）申請農林水産物等とかい

離するものとはなっておらず、当該申請農林水産物等の特性等の特定

において問題とならなかったため、審査請求人との間での合意形成を

考慮する必要は認められなかった。 
（イ）上記イ②の点について 

本件審査請求人と参加人との間では生産地の範囲（Ｂ県Ｃ市Ｄ町に限

られるか、Ｂ県内か）について争いがあるものの、本件申請の審査にお

いては、Ｂ県Ｃ市以外の同県内の生産業者においても「Ａ味噌」の名称

を使用している実態が認められており、当該名称を冠する産品の生産地

をＢ県Ｃ市に限定する合理的理由は無いと思料される一方で、現在の生

産地はＢ県内に限定されていることから、申請農林水産物等の生産地の

範囲が特定できないとまではいえない。 
エ 当審査会は、審査庁の上記主張書面を含めた一件記録を精査しても、

本件申請に３号イ事由がないとの審査庁の判断は、必要な調査、検討を

尽くしてされたものとは認められないと考える。 
 その理由は次のとおりである。 

（ア）上記のとおり、農林水産物等審査基準において、「「確立した特性」

があるというためには、申請農林水産物等が同種の農林水産物等と比

較して差別化された特徴を有していることが必要」とされているとこ

ろ、審査庁の判断は、「「Ａ味噌」とＬ地方において広く生産される

豆味噌との間に、原料や生産方法に関して類似する部分…があること

は否定できない」としながらも、「「Ａ味噌」の名称は、Ｂ県で生産
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された豆味噌のみに限って使用されており、いわゆる「Ｔめし」の代

表的な調味料としてＢ県内に定着し、Ｂ県の特産品として広く認知さ

れているという社会的評価を考慮すれば、他地域で生産されている豆

味噌とは全く異なる」とするものであり、これは、専ら審査庁の考え

る社会的評価の点に着目して、本件申請に係る豆味噌が農林水産物等

審査基準にいう「同種の農林水産物等と比較して差別化された特徴を

有している」と認めたものと解される。 
そして、審査庁の上記判断は、「Ａ味噌」との名称が付された豆味噌

に対する社会的評価を認定した上で、かかる社会的評価が、本件申請に

係る豆味噌に対する社会的評価（地理的表示法２条２項２号にいう「社

会的評価」）であって、その「確立した特性」たり得るとしたものとい

うことができる。 
（イ）まず、「「Ａ味噌」の名称は、Ｂ県で生産された豆味噌のみに限っ

て使用されており、いわゆる「Ｔめし」の代表的な調味料としてＢ県

内に定着し、Ｂ県の特産品として広く認知されている」との「Ａ味噌」

との名称が付された豆味噌の「同種の農林水産物等と比較して差別化

された特徴」としての社会的評価の認定について、これを裏付けるに

足りる具体的な資料は見当たらない。 
この点、一件記録中には、本件先行申請に対する意見書の添付資料と

して参加人が提出した資料（広告代理店が実施した「「Ａ味噌」に関す

る調査」と題するアンケート結果）があるが、その調査エリアはＵ都道

府県、対象者は３００人にとどまっており、結果を見ても、Ａ味噌はＴ

の味噌とするものが２７％と最も多く、Ａ味噌はＬ地方の味噌であると

するものが１４．７％あり、Ａ味噌はＢ県の味噌であるとするものは、

２０．７％にすぎないというものであり、上記認定の基礎とするには足

りないというべきである。 
そして、審査請求人は、審理手続において、「Ｔめし」の調味料とし

て他地域で生産されている一般的な豆味噌ではなく本件申請に係る「Ａ

味噌」が使用されていることを示す証拠はない旨の指摘をしており、さ

らに、当審査会における調査審議手続においても、Ｎ県及びＭ県でも原

料及び生産方法が本件申請に係る豆味噌とほぼ同じ豆味噌が生産され、

「Ａ味噌仕立て」、「ＣＡ味噌の流れをひく」などと説明、広告された

豆味噌が生産されているとする主張書面（令和元年８月１１日付け）及
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びその裏付けとなる資料を提出している。 
 これらに加え、生産に係る地域をＢ県Ｃ市のみとする「Ａ味噌」と、

生産に係る地域を同市ほか１４市、３町等２０の地域とする「Ｂの豆み

そ（赤みそ）」が区別され、それぞれ中小企業地域産業資源活用促進法

に基づく地域産業資源の指定を受けているといった状況にも照らすと、

「Ｔめし」の調味料としてＭ県やＮ県、Ｂ県内の一般的な豆味噌が用い

られている可能性も否定できず、審査庁の認定に係る「Ａ味噌」との名

称が付された豆味噌の社会的評価が、これらの一般的な豆味噌と区別さ

れたものといえるかも判然とはしない。 
さらに、審査請求人が審理手続において提出した資料（本件処分の見

直しを要望する署名結果）によれば、Ｃ市内において２１，９０５人、

同市を除くＢ県内では２５，３４２人、合計５３，０８１人が本件処分

の見直しを要望する署名をしたというのであって、かかる結果からは、

Ｂ県においては、「Ａ味噌」との名称が付された豆味噌は、Ｃ２社がＣ

市内において生産する豆味噌が、（Ｂ県ではなく）Ｃ市の特産品として

相当程度認知されていることがうかがわれることをも考慮に入れて総合

すれば、「Ｔめし」の「代表的な」調味料が「Ａ味噌」との名称が付さ

れた豆味噌であり、これがＢ県内に「定着」し、（Ｔ市やＣ市にとどま

らない）Ｂ県の特産品として「広く」認知されているとの認定をするこ

とが相当か、これが「同種の農林水産物等と比較して差別化された特徴」

たり得るものかどうか、更に具体的な資料に基づく十分な検討を要する

ものといわざるを得ない。 
（ウ）また、審査庁の上記判断において、「Ａ味噌」との名称が付された

豆味噌に対する社会的評価が本件申請に係る豆味噌に対する社会的評

価であることが前提とされている点も、審査関係人の主張、具体的な

資料を吟味した上での再検討を要するものと考えられる。 
すなわち、「Ａ味噌」の発祥の地であるＣ市（この点については審査

関係人に争いがない。）において、「Ａ味噌」との名称を付した豆味噌

を生産しているＣ２社が加盟する審査請求人は、Ｃ２社の生産する豆味

噌の特性と本件申請に係る豆味噌の特性が異なるものであるとの立場か

ら、参加人とは別に本件先行申請を行い、本件申請に対する意見書を提

出するなどしていたのであるし、本件審査請求においても、味噌玉の大

きさ、重しの素材や量、仕込み桶、熟成期間の長さなどの点を具体的に
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指摘して、Ｃ２社の生産する豆味噌と本件申請に係る豆味噌との相違を

強調した上で、「Ａ味噌」との名称を付された豆味噌に対する社会的評

価は、専ら（上記のような相違点のある）Ｃ２社の生産する豆味噌に対

するものであることをうかがわせる資料（甲３８から４５まで。「Ａ味

噌」との名称が付された豆味噌に係る一般向け雑誌記事等において、審

査請求人が指摘する相違点が取り上げられてきたことがうかがわれる。）

が提出されている。そして、（イ）に指摘した署名の結果もここでの参

照に値するものである。 
このような経過や審査請求人の主張、提出資料にかかわらず、「Ａ味

噌」との名称が付された豆味噌に対する社会的評価が、そのまま本件申

請に係る豆味噌に対する社会的評価であり確立した特性であるとした審

査庁の認定、評価において、審査請求人が指摘するＣ２社の生産する豆

味噌と本件申請に係る豆味噌の相違点が、それぞれの社会的評価におい

て何らかの意味を持つものなのかどうかといった観点からの検討がされ

ていることをうかがうことはできない。この点、審査庁は、（４号イ事

由の有無の検討においてではあるが）Ｃ２社の「Ａ味噌」とＢ６社の

「Ａ味噌」の生産方法は本質的な部分は共通しているとし、また、特徴

も、特有の酸味、うまみ、渋みがあり、色が濃いという点で共通してい

るなどとして、本件申請に係る豆味噌とＣ２社が生産する豆味噌には大

きな違いがない旨認定しており、かかる認定を前提に上記判断に至った

ものと考えられるが、これでは社会的評価の観点からの検討としては不

十分というべきである。 
（エ）以上に指摘したとおり、審査庁の諮問に係る判断においては、審査

請求人の主張及び提出資料についての十分な検討、判断が示されてい

ないというべきところ、この点は本件申請に対する審査においても同

様であったことがうかがわれるが、登録申請の公示（８条）、意見書

の提出（９条）、学識経験者の意見の聴取（１１条）など、地理的表

示法所定の申請の審査に係る手続としては、その履践に欠けるところ

は認められなかったことなどをも考慮して、当審査会として、直ちに

本件処分が取り消されるべきと結論付けるまでには至らなかった。 
 ところで、農林水産物等審査基準によれば、申請農林水産物等に「確

立した特性」、同種の農林水産物等と比較して差別化された特徴がある

どうかの判断に当たって、「申請農林水産物等の生産地・生産の方法・
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特性その他申請農林水産物等を特定するために必要な事項について､当

該申請農林水産物等の生産業者の合意形成が十分に図られているかどう

かを斟酌するべき」とされているところ、審査庁（処分庁）は、本件申

請に係る豆味噌に「確立した特性」、「同種の農林水産物等と比較して

差別化された特徴」があるかについての判断において、「審査請求人の

生産する「Ａ味噌」の特性等が、（本件申請に係る）申請農林水産物等

と乖離するものとはなっておらず、当該申請農林水産物等の特性等の特

定において問題とならなかった」ことから、審査請求人との間での合意

形成を考慮する必要を認めなかったとする（上記ウ（ア）Ｂ）。 
しかし、本件先行申請を含めた一連の経過、本件申請に対する審査請

求人の意見の内容等に照らせば、本件申請については、審査請求人と参

加人との間の本件申請に係る豆味噌の特性に関する争い、認識の相違が

あり、これが登録拒否事由（３号イ事由）の有無に関わる点であること

が明らかであったのであるから、登録を巡る紛争の回避といった観点を

も加味すれば、審査請求人と参加人との間の合意形成を考慮する必要を

認めなかった判断の妥当性について疑問がないではない。そして、３号

イ事由の有無の審査、農林水産物等審査基準に従って本件申請に係る豆

味噌に「確立した特性」、「同種の農林水産物等と比較して差別化され

た特徴」があると認められるかどうかを検討するに当たっては、（これ

を合意形成の有無を斟酌するものというかどうかはともかく）地理的表

示法９条１項が登録の申請について意見書の提出を認めた趣旨からして

も、既に述べたとおり、審査請求人の主張、提出資料が吟味されなけれ

ばならなかったことは当然である。 
なお、審査庁の上記主張書面における説明は、農林水産物等審査基準

において合意形成が十分に図られているかどうかを斟酌するものとされ

ている「当該申請農林水産物等の生産業者」は、原則として申請生産者

団体の構成員を指すとし、「申請名称と類似する同種の農林水産物等の

生産業者の存在が認められる場合には、必要に応じこれらの者との合意

形成についても考慮することが適当である」との考え方を前提としたも

のであったが（上記ウ（ア）Ｂ）、そもそもこのような考え方が採られ

ていたというのであれば、農林水産物等審査基準において明確にされ、

合意形成を考慮するのはどのような場合であるかも具体的に示されてい

るべきであったと考えられる。 
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オ 以上の次第で、当審査会は、本件申請については、本件申請に３号イ

事由がないかどうかについて、更に調査検討を尽くす必要があると考え

るものであるが、審査庁から提出された主張書面（令和元年７月２２日

付け及び同年８月２９日付け）の内容等にも鑑み、念のため、次の点を

指摘しておきたい。 
すなわち、地理的表示法において、申請農林水産物等が「特定農林水産

物等でないとき」（３号イ事由）と、申請農林水産物等の「名称」につい

て、「普通名称であるとき、その他当該申請農林水産物等について第２条

第２項各号に掲げる事項を特定することができない名称であるとき」（４

号イ事由）とが別個の登録拒否事由として掲げられていることからすれば、

各事由の有無は、それぞれ区別して検討されるべきものと考えられる。こ

の点、審査要領においても、３号イ事由に係る農林水産物等審査基準と、

４号イ事由に係る名称審査基準とが、それぞれ設定されている。 
そうすると、特定農林水産物等の登録の申請に対する審査においては、

いかなる名称による申請であるかについてはひとまず措いた上でも、３号

イ事由の有無が検討されるべきものと解される。このことは、「確立した

特性」たり得るものの一として掲げられている社会的評価が、その名称と

密接に結び付いて形成されるものであるとしても、十分に意識されなけれ

ばならないものと考えられるのであって、当審査会のこれまでの検討、説

示はこのような解釈、判断枠組みによったものである。 
しかるところ、審査庁から提出された上記各主張書面には、本件申請に

係る豆味噌の特性に関して、（同様の「特性」を持つ豆味噌、ではなく）

「Ａ味噌」（との「名称」が付された豆味噌）がＢ県外において生産され

ていないといった事情を指摘し、「Ａ味噌」（との「名称」が付された豆

味噌）の社会的評価をもって、本件申請に係る豆味噌の社会的評価と認定、

評価する（この点について再検討を要することは、上記エ（ウ）において

説示したとおりである。）など、上記のような解釈、判断枠組みによらず

に、専ら、本来４号イ事由の有無の審査、検討において問題となるものと

考えられる申請に係る名称に着目、依拠して３号イ事由の有無を審査、検

討していることをうかがわせる記載がある。そこで、裁決においては、３

号イ事由及び４号イ事由の有無の審査、検討はいかなる解釈、判断枠組み

によって行われるべきものか、処分庁でもある審査庁としての考え方が示

されるべきものと思料する。 
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（３）そうすると、本件審査請求は棄却すべきであるとの審査庁の諮問に係る

判断は、本件申請に４号イ事由があるかについての審査庁の判断の当否に

ついてみるまでもなく、現時点においては妥当とはいえない。 
本件申請に４号イ事由があるかについては、処分庁でもある審査庁にお

いて、本件申請に係る豆味噌の社会的評価の認定、判断のために必要な調

査、検討の結果を踏まえた上で、裁決において適正な判断が示されること

を求めるものである。 
３ よって、結論記載のとおり答申する。 
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